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事 務 連 絡 

令和３年１２月２０日 
 

各都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課  
各都道府県教育委員会専修学校主管課 
各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 
附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 
各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 
構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を 
受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 
各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

御中 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

 

新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ等検査無料化事業について（周知） 

 
このたび、内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室より、日常生活や経済社会

活動における感染リスクの引き下げや、感染が拡大傾向にある場合の幅広い検査の実施を

目的として、PCR 等検査無料化事業を行う旨の周知がありましたので、別添のとおりお知

らせします。同事業では、「ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業」及び「感染拡大傾

向時の一般検査事業」の二つの事業が予定されており、特に前者については、健康上の理

由等によりワクチン接種を受けられない者を対象に、経済社会活動を行う際の PCR 検査

や抗原定性検査を令和４年３月まで予約不要、無料とすることとされています。 
学校（高等課程を置く専修学校を含み、大学及び高等専門学校を除く。）における教育活

動については、「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」（令和３年 11 月 19 日付け新型コロナ

ウイルス感染症対策本部決定）に示されているとおり、ワクチンの接種証明や検査による陰

性証明を求めるワクチン・検査パッケージ制度は適用しないこととされていますが、内閣官

房新型コロナウイルス感染症等対策推進室からの周知では、今回実施する「ワクチン・検査

パッケージ等定着促進事業」について、ワクチン・検査パッケージ制度だけでなく、「民間

が自主的に行う、ワクチン接種証明又は陰性検査結果を確認する取組に必要な検査について

も無料化の対象」とすることとされています。このため、たとえば、生徒が部活動の大会や

コンクール等に参加するために主催者の求めに応じて検査を実施する場面や、生徒を医療機

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室より、ＰＣＲ等検査無料化事業について周知

がありましたので、その内容をお知らせします。各学校等におかれては、たとえば、部活動や実習

において検査を必要とする場合等において、本事業を御活用いただくことが考えられますので、効

果的な御活用を御検討いただきながら、引き続き、感染症対策と教育活動の両立等にお取り組み

いただくようお願いします。 
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関等に派遣して実習を行うために派遣先の求めに応じて検査を実施する場面等において、当

該生徒が本事業を活用することで、経済的な負担を伴わずに検査を行うことが可能となる場

合があります。 
具体的な手順としては、都道府県の登録を受けた実施事業者（検査を提供している薬局

や民間の検査機関等）において、健康上の理由等によりワクチンの接種を受けられない者

（ワクチンの接種対象年齢に満たない者を含む。）が、経済社会活動を行うために検査を行

う旨の申請を行った場合について、当該検査に係る費用を無償とすることとされていま

す。 
このほか、本事業の具体的な内容については、別添の事務連絡の添付資料を御参照いた

だくとともに、本事業の活用については、各地方公共団体の新型コロナウイルス感染症対

策担当課等と御相談ください。なお、令和 3 年度補正予算は、案のとおり成立しておりま

すことを申し添えます。 
都道府県・指定都市教育委員会担当課におかれては域内の市（指定都市を除く。）区町村

教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等に対し

て、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公

共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社に対して、都道府県認定こ

ども園主管課におかれては域内の市（指定都市及び中核市を除く。）区町村認定こども園主

管課に対して本件を周知されるようにお願いします。 

 
 
 ＜本件連絡先＞ 

文部科学省：０３－５２５３－４１１１（代表） 

○保健指導・衛生管理に関することについて 
初等中等教育局 健康教育・食育課（内２９１８・２９７６） 

 
○部活動に関すること 

スポーツ庁 政策課（内３７７７） 
文化庁 参事官（芸術文化担当）（内２８３２） 



 
 

【照会先】 
内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 
 企画調整担当  髙橋・徳永・藤代・岡田・矢部・西中 

寺井・服部・鈴木・鈴木・山根 
              直通  03（6257）3086 

事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 12 月 10 日 

関係省庁担当課室 各位 

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 

 

PCR 等検査無料化事業の周知依頼について 

 

 「次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像」（令和３年 11 月 12 日新

型コロナウイルス感染症対策本部決定）において、日常生活や経済社会活動における

感染リスクを引き下げるため、ワクチン接種や検査による確認を促進することが有効

であるとされています。また、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３

年 11 月 19 日閣議決定）において、経済社会活動を行う際の検査を予約不要・無料と

し、感染拡大傾向時には、都道府県の判断により、検査を無料とできるよう、支援を

行うこととされました。 

これらを踏まえ、下記の事業を予定しておりますところ、各省庁におかれましては、

関係団体へこの旨周知されますようよろしくお願いします。 

記 

 

 PCR 等検査無料化事業については、次の２事業を予定しています。「ワクチン・検査

パッケージ等定着促進事業」においては、健康上の理由等によりワクチン接種を受け

られない者を対象に、社会経済活動を行う際のＰＣＲ・抗原定性等検査を来年３月末

まで予約不要、無料とし、ワクチン・検査パッケージ等の定着を図ります。また、「感

染拡大傾向時の一般検査事業」においては、感染拡大の傾向が見られる場合に、都道

府県の判断により、ワクチン接種者を含め感染の不安がある無症状者に対し、検査を

無料とする予定です。 

 本事業においては、医療機関、衛生検査所等のほか、主に薬局やワクチン・検査パ

ッケージ等の事業者といった店舗・拠点において無料検査を受けられることとしてい

ます。 

年内の事業開始を見込んでいる「ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業」にお

いては、行動制限の緩和策としてのワクチン・検査パッケージ制度だけでなく、民間

が自主的に行う、ワクチン接種証明又は陰性検査結果を確認する取組に必要な検査に

ついても無料化の対象とします。具体的には、飲食店の利用やイベントの参加の要件

とする場合や、これらの確認を受けた方に追加的なサービスや値引き等を行うための

検査も対象となります。 

制度の詳細については、別紙をご覧いただき、本事業について質問等あれば下記連

絡先までお問合せください。 

 

＜関係資料＞ 

別紙１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「検査促進枠」の創設について 

別紙２ PCR 等検査無料化（案） 

※ 本事務連絡は、今後国会において審議される令和３年度補正予算案に基づくものです。現時点

では政府案を前提とした準備行為であり、今後変更があり得ることにご留意ください。 

kanay
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（検査対象・方法）
〇健康上の理由等でワクチン接種を受けられない者が、
「ワクチン・検査パッケージ制度」及び民間にて自主
的に行うワクチン・検査のため必要となる検査を無料
化

○検査は薬局・民間検査機関等において原則
対面で実施

（検査対象・方法）
○左記に加え、都道府県知事が、特措法24条９項等に基づき
「不安に感じる無症状者は、検査を受ける」ことを要請
した場合、これに応じて住民が受検する検査を無料化

○検査は薬局・民間検査機関等において原則対面
で実施

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「検査促進枠」の創設について 【予算額：3,200億円】

感染拡大傾向時の一般検査事業ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業

ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業については令和３年度内に限り支援。

• 感染対策と日常生活の両立を図る手段として、「ワクチン・検査パッケージ」等の利用を促し、検査の受検
を浸透させるため、健康上の理由等によりワクチン接種が出来ない者の検査を無料化。

• 感染拡大の傾向が見られる場合には、都道府県知事の判断により、自己の意思に基づく未接種者、ワクチン
接種者を含め、幅広く感染不安などの理由による検査を無料化。

感染拡大時には、検査のネットワーク
を活用して対象者を大幅に拡大

薬局

県
庁
所
在
地
等

映
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館

レストラン

遊興施設

イベント

民間検査
機関 旅行

住民

実施事業者

①検査申込 ②無料検査提供
都道府県

薬局

民
間
検
査
機
関

無料検査を実施

陽性者の早期発
見・早期治療

感染不安等

「法24条9項等」
に基づく要請

（国の交付金を財源に都道府県が費用を補助）

飲食店等

③感染状況報告

④補助金等

無料検査を実施

令和３年度補正予算別紙１



自己の意思に基づく未接種

緊急事態措置区域

重点措置地域
　

その他区域
　感染拡大の傾向が見ら
　れる場合

　感染拡大の傾向が見ら
　れない場合

検疫（無料）

有症状等

無症状 （地域区分）

妊婦等 モニタリング
ワクチン未接種者

ワクチン接種者
健康理由等による未接種

行政検査
（無料）

＜妊婦＞
無料

＜高齢者等＞
市区町村が
検査費用を
助成する場合
1/2国費

無料
（約1万件/日）

有料

ワクチン・検
査パッケージ
制度利用

PCR等検査無料化（案）

 健康上の理由等でワクチン接種を受けられない者が、「ワクチン・検査パッケージ」等のた
め必要となるPCR等検査を無料化（下図点線枠囲）。

 感染拡大の傾向が見られる場合は、都道府県知事の判断により、自己の意思に基づく未接種
者、ワクチン接種者を含め、検査を無料化（下図黄色部分）。

 検査は薬局・民間検査機関等において原則対面で実施。国の交付金を財源に都道府県が費用
を補助。

民間の自主的
取組

特措法に基づき、都道府県知事が、
「感染不安に感じる無症状者は検査を
受けること」を要請

検査無料化

検査無料化
（R3年度限り）
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										（案１） アン

										有症状等 ユウ ショウジョウ トウ		無症状 ムショウジョウ														地域区分 チイキ クブン

												妊婦等 ニンプ トウ		モニタリング		ワクチン無接種者 ム セッシュ シャ						ワクチン接種者 セッシュ シャ

																12歳未満・健康理由 サイ ミマン ケンコウ リユウ				自己判断 ジコ ハンダン

																Ｖ／Ｔ利用 リヨウ		左記以外 サキ イガイ

										行政検査
（無料） ギョウセイ ケンサ ムリョウ		＜妊婦＞
無料

＜高齢者等＞
市区町村が
検査費用を
助成する場合
1/2国費 ニンプ ムリョウ コウレイシャ トウ シク チョウソン ケンサ ヒヨウ ジョセイ バアイ コクヒ		無料
（約1万件/日） ムリョウ ヤク マンケン ニチ		有料
↓
無料化（Ｐ） ユウリョウ ムリョウ カ				有料　→　無料化？ ユウリョウ ムリョウ カ						緊急事態区域

重点措置地域

その他区域
都道府県が、国と協議の上、感染拡大のおそれがあると判断した場合 キンキュウ ジタイ クイキ ジュウテン ソチ チイキ タ クイキ トドウフケン クニ キョウギ ウエ カンセン カクダイ ハンダン バアイ

																				有料　→　有料維持？						その他区域 タ クイキ

										検疫（無料） ケンエキ ムリョウ





										有症状等 ユウ ショウジョウ トウ		無症状 ムショウジョウ														（地域区分） チイキ クブン

												妊婦等 ニンプ トウ		モニタリング		ワクチン未接種者 ミ セッシュ シャ						ワクチン接種者 セッシュ シャ

																健康理由等による未接種 ケンコウ リユウ トウ ミ セッシュ				自己の意思に基づく未接種 ジコ イシ モト ミ セッシュ

										行政検査
（無料） ギョウセイ ケンサ ムリョウ		＜妊婦＞
無料

＜高齢者等＞
市区町村が
検査費用を
助成する場合
1/2国費 ニンプ ムリョウ コウレイシャ トウ シク チョウソン ケンサ ヒヨウ ジョセイ バアイ コクヒ		無料
（約1万件/日） ムリョウ ヤク マンケン ニチ												緊急事態措置区域 キンキュウ ジタイ ソチ クイキ

																										重点措置地域 ジュウテン ソチ チイキ

																										　

																										その他区域
　感染拡大の傾向が見ら
　れる場合
　 タ クイキ カンセン カクダイ ケイコウ ミ バアイ

																		有料								　感染拡大の傾向が見ら
　れない場合 カンセン カクダイ ケイコウ ミ バアイ

										検疫（無料） ケンエキ ムリョウ





【機密性2情報】		
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